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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第48期 

第２四半期 
連結累計期間 

第49期 
第２四半期 
連結累計期間 

第48期 

会計期間 
自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日 

自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

売上高 （千円） 17,670,526 14,738,212 37,393,725 

経常利益 （千円） 659,445 361,890 1,577,074 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 427,716 172,435 585,603 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △4,000 270,351 149,382 

純資産額 （千円） 15,572,628 15,815,330 15,635,488 

総資産額 （千円） 32,547,217 31,787,987 30,265,629 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 42.53 17.14 58.23 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） - - - 

自己資本比率 （％） 47.8 49.8 51.7 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △488,009 △2,092,017 2,718,874 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △368,829 332,333 △456,225 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 1,350,166 1,511,462 △1,837,608 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 2,940,456 2,711,846 2,942,031 

 

回次 
第48期 

第２四半期 
連結会計期間 

第49期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成28年７月１日 
至 平成28年９月30日 

自 平成29年７月１日 
至 平成29年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 25.16 11.26 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間における当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」について重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、全体としては緩やかな回復基調にありますが、朝鮮半島の

政治的緊張の高まりなどの不安要因もありました。また海外では欧米での政策動向や地政学的リスク、新興国経

済の減速など、依然留意が必要な状況で推移しました。 

 当業界に関わりの強い個人消費は、持ち直しの動きがあるものの、先行き不安感から消費者マインドの改善に

は至らず、市場環境はやや厳しい状況が続いております。 

 当社グループにおきましては、「クオリティ・ファースト」を掲げ、製品品質のみならず企画提案力や営業対

応力をも企業活動の品質と捉え、その改善・強化を進め、ジュエリー製造国内トップシェアのポジションを堅固

にしました。 

 当四半期においては、国際的なダイヤモンド市場の混迷と、中国での経済成長減速に影響された同地域での宝

飾市場の伸び悩みから、海外市場に於ける当社のダイヤモンド素材販売が大幅に減少しました。 

 国内市場でも、ダイヤモンド素材販売の減少に加え、小売市場の停滞と販売単価の低下から受注が減少し、売

上・収益が低下しました。 

 一方、製造面では海外製造拠点での生産能力拡大が計画通り実現し、今期のクリスマス商盛期に向けての受注

体制が整いました。しかし、能力拡大にともなう海外製造拠点での経費増から、現段階での営業利益は大幅な減

少となりました。 

 但し、通期との比較で、上半期は売上発生比率が低く、販売費及び一般管理費は各四半期でほぼ一定比率での

発生となるため、今後、第３四半期でのクリスマス需要、第４四半期での中国の旧正月需要と本格的な商盛期を

迎え、売上が上昇すると見込まれますので、平成29年５月11日発表いたしました平成30年３月期の連結業績予想

に修正はありません。 

 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は147億38百万円（前年同四半期比16.6%減）、売上総利益は

43億52百万円（前年同四半期比15.8%減）となり、販売費及び一般管理費は上記の理由から40億91百万円（前年

同四半期比3.9%減）と減少は限定的になり、営業利益は２億61百万円（前年同四半期比71.4%減）、経常利益

は、前年同四半期では為替差損が生じたが当四半期では為替差益に転じたため３億61百万円（前年同四半期比

45.1%減）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億72百万円（前年同四半期比59.7%減）となりまし

た。 

 

 

(2）財政状態の分析 

資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末に比べ15億22百万円増加し317億87百万円となり

ました。主な要因は商品及び製品の増加７億81百万円、流動資産その他に含まれる短期差入保証金の増加13億

93百万円、現金及び預金の減少７億28百万円等によるものであります。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ13億42百万円増加し159億72百万円となりました。主な要因は支払手形及

び買掛金の増加１億87百万円、借入金の増加16億21百万円、未払法人税等の減少４億45百万円等によるもので

あります。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ１億79百万円増加し158億15百万円となりました。主な要因は利益剰余

金の増加81百万円、その他有価証券評価差額金の増加94百万円等によるものであります。 
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(3）キャッシュ・フローの状況の分析 

 当第２四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ２億30百万円減少し27

億11百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、20億92百万円（前年同四半期連結累計期間は４億88百万円の減少）の

減少となりました。主な要因は、売上債権の減少１億13百万円、たな卸資産の増加９億円、仕入債務の増加１億

79百万円、差入保証金の差入による支出13億93百万円、法人税等の支払額５億46百万円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、３億32百万円（前年同四半期連結累計期間は３億68百万円の減少）の

増加となりました。主な要因は、貸付金の回収による収入１億円、定期預金の払戻による収入５億円、有形固定

資産の取得による支出２億４百万円等であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、15億11百万円（前年同四半期連結累計期間は13億50百万円の増加）の

増加となりました。主な要因は、短期借入金の増加25億30百万円、長期借入金の返済による支出９億６百万円等

であります。 

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

 

(5）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

 

(6）従業員数 

 当第２四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい増減はありません。 

 

(7）生産、受注および販売の実績 

 当第２四半期連結累計期間において、生産、受注および販売実績の著しい変動はありません。 

 

(8）主要な設備 

 当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動および主要な設備の前連結会計年度末における

計画の著しい変動はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 22,929,100 

計 22,929,100 

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間末 
    現在発行数（株） 
（平成29年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成29年11月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 10,331,546 10,331,546 
東京証券取引所JASDAQ 

（スタンダード） 

単元株式数は100株

であります。 

計 10,331,546 10,331,546 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成29年７月１日～ 

平成29年９月30日 
－ 10,331,546 － 3,013,529 － 2,944,369 
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（６）【大株主の状況】

    平成29年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社 山洋 文京区千駄木三丁目５番３号 3,353 32.5 

桑山 征洋 文京区 1,298 12.6 

株式会社 ツツミ 蕨市中央四丁目24番26号 617 6.0 

桑山 貴洋 文京区 468 4.5 

桑山 みき子 文京区 429 4.2 

相原 信雄 柏市 376 3.6 

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内二丁目７番１号 352 3.4 

株式会社 北陸銀行 富山市堤町通一丁目２番26号 275 2.7 

GOLDMAN  SACHS  INTERNATIONAL 

（常任代理人 ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社） 

133  FLEET  STREET  LONDON  EC4A  

2BB  U.K. 

（港区六本木六丁目10番１号） 

240 2.3 

桑山 従業員持株会 台東区東上野二丁目23番21号 220 2.1 

計 － 7,630 73.9 

（注） 上記のほか当社所有の自己株式274千株（2.7％）があります。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    274,800 
－ 

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  10,054,400 100,544 同上 

単元未満株式 普通株式     2,346 － 同上 

発行済株式総数 10,331,546 － － 

総株主の議決権 － 100,544 － 

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、100株（議決権１個）

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。 

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

株式会社 桑山 

東京都台東区東上野 

二丁目23番21号 
274,800 － 274,800 2.7 

計 － 274,800 － 274,800 2.7 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 

 

- 7 -



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成29年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,757,135 3,028,551 

受取手形及び売掛金（純額） 4,376,968 4,267,435 

商品及び製品 7,172,515 7,954,467 

仕掛品 1,422,923 1,476,387 

原材料及び貯蔵品 1,650,555 1,721,003 

繰延税金資産 110,967 121,590 

その他 910,763 2,297,554 

流動資産合計 ※１ 19,401,828 ※１ 20,866,989 

固定資産    

有形固定資産    

土地 5,140,818 5,143,013 

その他（純額） 2,200,898 2,227,350 

有形固定資産合計 7,341,717 7,370,364 

無形固定資産    

のれん 17,432 16,342 

その他 690,906 677,303 

無形固定資産合計 708,338 693,645 

投資その他の資産 ※２ 2,813,745 ※２ 2,856,987 

固定資産合計 10,863,800 10,920,997 

資産合計 30,265,629 31,787,987 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,114,398 1,301,795 

短期借入金 2,808,940 5,337,185 

未払法人税等 605,616 159,858 

賞与引当金 130,856 146,681 

その他 2,444,991 2,615,964 

流動負債合計 7,104,802 9,561,484 

固定負債    

長期借入金 6,505,202 5,364,546 

繰延税金負債 120,830 162,805 

役員退職慰労引当金 541,775 553,925 

その他 357,529 329,896 

固定負債合計 7,525,337 6,411,173 

負債合計 14,630,140 15,972,657 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成29年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成29年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,013,529 3,013,529 

資本剰余金 2,944,389 2,944,389 

利益剰余金 9,196,289 9,278,214 

自己株式 △156,436 △156,436 

株主資本合計 14,997,771 15,079,696 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 385,161 479,971 

為替換算調整勘定 252,555 255,661 

その他の包括利益累計額合計 637,716 735,633 

純資産合計 15,635,488 15,815,330 

負債純資産合計 30,265,629 31,787,987 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 17,670,526 14,738,212 

売上原価 12,500,805 10,385,630 

売上総利益 5,169,720 4,352,582 

販売費及び一般管理費 ※ 4,258,488 ※ 4,091,530 

営業利益 911,232 261,052 

営業外収益    

受取利息 2,350 1,634 

受取配当金 33,118 30,697 

不動産賃貸料 14,182 19,415 

受取補償金 18,410 18,864 

為替差益 - 65,789 

その他 13,020 35,771 

営業外収益合計 81,081 172,172 

営業外費用    

支払利息 36,700 29,676 

為替差損 266,183 - 

地金品借料 13,281 21,639 

支払手数料 14,041 17,917 

その他 2,661 2,101 

営業外費用合計 332,868 71,334 

経常利益 659,445 361,890 

特別利益    

固定資産売却益 158 869 

特別利益合計 158 869 

特別損失    

固定資産売却損 - 4,764 

固定資産除却損 933 1,379 

関係会社株式評価損 - 51,716 

特別損失合計 933 57,860 

税金等調整前四半期純利益 658,670 304,900 

法人税、住民税及び事業税 223,961 144,928 

法人税等調整額 6,993 △12,463 

法人税等合計 230,954 132,464 

四半期純利益 427,716 172,435 

親会社株主に帰属する四半期純利益 427,716 172,435 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 427,716 172,435 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △101,523 94,810 

為替換算調整勘定 △330,193 3,106 

その他の包括利益合計 △431,716 97,916 

四半期包括利益 △4,000 270,351 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △4,000 270,351 

非支配株主に係る四半期包括利益 - - 

 

- 12 -



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 658,670 304,900 

減価償却費 204,622 198,037 

のれん償却額 1,089 1,089 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,380 350 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12,150 12,150 

受取利息及び受取配当金 △35,469 △32,331 

関係会社株式評価損 - 51,716 

支払利息 36,700 29,676 

売上債権の増減額（△は増加） 358,395 113,859 

たな卸資産の増減額（△は増加） 223,317 △900,949 

差入保証金の増減額（△は増加） △1,691,472 △1,393,551 

仕入債務の増減額（△は減少） △209,628 179,779 

未払又は未収消費税等の増減額 88,297 △62,885 

その他 △84,225 △53,145 

小計 △436,170 △1,551,304 

利息及び配当金の受取額 34,856 33,614 

利息の支払額 △36,557 △28,073 

法人税等の支払額 △50,139 △546,254 

営業活動によるキャッシュ・フロー △488,009 △2,092,017 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △8,558 △9,065 

有形固定資産の取得による支出 △127,366 △204,495 

有形固定資産の売却による収入 2,824 9,710 

無形固定資産の取得による支出 △21,882 △7,927 

関係会社株式の取得による支出 - △51,716 

貸付けによる支出 △371,585 △7,500 

貸付金の回収による収入 171,585 100,000 

定期預金の預入による支出 - △1,600 

定期預金の払戻による収入 - 500,000 

差入保証金の差入による支出 △14,130 △707 

差入保証金の回収による収入 12,168 15,046 

その他 △11,883 △9,412 

投資活動によるキャッシュ・フロー △368,829 332,333 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,190,000 2,530,000 

長期借入金の返済による支出 △729,390 △906,662 

配当金の支払額 △90,671 △90,597 

その他 △19,771 △21,277 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,350,166 1,511,462 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △112,659 18,036 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 380,667 △230,184 

現金及び現金同等物の期首残高 2,559,789 2,942,031 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,940,456 ※ 2,711,846 

 

- 13 -



【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当第２四半期連結会計期間（自 平成29年７月１日 至 平成29年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成29年９月30日） 

※１流動資産の貸倒引当金 13,982千円 14,366千円 

※２投資その他の資産の貸倒引当金 842千円 842千円 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自 平成28年４月１日 
  至 平成28年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成29年９月30日） 

給料 816,703千円 831,998千円 

退職給付費用 32,999千円 40,140千円 

賞与引当金繰入額 85,185千円 88,216千円 

減価償却費 106,379千円 90,570千円 

広告宣伝費 385,846千円 269,488千円 

支払手数料 1,524,288千円 1,491,966千円 

役員退職慰労引当金繰入額 12,150千円 12,150千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日） 

現金及び預金 3,240,456千円 3,028,551千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △300,000千円 △316,704千円 

現金及び現金同等物 2,940,456千円 2,711,846千円 
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 90,510 9 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年11月９日 

取締役会 
普通株式 90,510 9 平成28年９月30日 平成28年12月12日 利益剰余金 

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 90,510 9 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年11月９日 

取締役会 
普通株式 90,510 9 平成29年９月30日 平成29年12月11日 利益剰余金 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

 当社グループは、宝飾品の製造、卸、販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

 当社グループは、宝飾品の製造、卸、販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（金融商品関係）

 当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との

差額に重要性がないため、注記を省略しております。 

 

（有価証券関係）

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

 

（デリバティブ取引関係）

 デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

 

（企業結合等関係）

 該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 42円53銭 17円14銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 427,716 172,435 

普通株主に帰属しない金額（千円） - - 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円） 
427,716 172,435 

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,056 10,056 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 

 

２【その他】

 第49期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当について、平成29年11月９日開催の取締役会にお

いて、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額                 90,510千円 

② １株当たりの金額                ９円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成29年12月11日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成29年11月９日

株式会社 桑山 

取締役会 御中 
 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 坂 本 裕 子 ㊞ 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 佐 藤   禎 ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社桑山

の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社桑山及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


